
うち当該年度
の森林環境譲
与税（千円）

うち基金取崩
額

（千円）

うち他の財源
（千円）

400009 福岡県 ①市町村職員等の研修
森林経営管理推
進事業

764 764 0 0

森林経営管理制度の中核を担
う市町村に対し、実務遂行上
必要となる森林の管理方法等
を学ぶための研修会を開催。

研修会を２回開催。延べ１５市町から３
６名参加。

400009 福岡県 ④アドバイザー、人材派遣等
森林経営管理推
進事業

4,523 4,523 0 0
市町村からの要望に応じて、
県が委嘱したアドバイザーを
派遣。

１１市町に延べ５８回派遣。

400009 福岡県 ②事業支援システムの構築
森林経営管理推
進事業

1,500 1,500 0 0
市町村の業務支援等を目的と
したシステムの運用、保守を
実施。

森林経営管理制度及び森林経営計画制度
の運用にあたり、各種帳票の出力や制度
の運用状況をGIS上で管理できるシステム
の運用、保守を実施した。

400009 福岡県 ③県レベルの事業支援団体の運営を支援
森林経営管理推
進事業

3,900 3,900 0 0
近隣市町村と意見交換等を行
う地域協議会の運営を支援。

市町村が森林経営管理制度を実施する中
で生じてくる所有者不明森林の経営管理
や、放置竹林などの地域課題解決を図る
ため、市町村・森林組合・県で構成する
各地区林業推進協議会の活動を支援し
た。

400009 福岡県 ②事業支援システムの構築
森林情報の管理
システム運用支
援事業

31,413 31,413 0 0

市町村による森林経営管理制
度の推進を支援するため、航
空レーザー測量を実施し、そ
のデータを市町村へ提供する
もの。

・県内3市町村において航空レーザー測量
を実施し、測量成果を提供。市町村はそ
の成果を利用して森林資源解析を行い、
森林経営管理制度等において活用する予
定。
・市町村が森林資源解析を委託するに当
たり、航空レーザー測量成果の活用方法
及び最新事例等について説明会を実施。

400009 福岡県 ⑥人材育成・担い手対策支援
森林経営管理推
進事業

81,089 81,089 0 0

林業経営者の確保や雇用管理
の改善に対する支援の他、林
業労働安全研修施設の整備
や、森林作業を担う人材を育
成するための研修を実施。

・伐採に必要な技能講習の受講や、各種
手当の支給、熱中症を予防する空調服の
購入などに要する経費を支援した。
・チェーンソー作業に関する災害事例の
疑似体験や、正しい伐木技術を安全に学
ぶことができるＶＲシュミレーターを２
台導入した。
・森林作業を担う人材を育成するための
研修を２１回実施。延べ９１名参加。

400009 福岡県 ➉ 基金積立（人材育成等）
森林経営管理推
進事業

13,387 13,341 0 46

森林・林業担い手育成総合対
策事業の実施及び航空レーザ
測量実施等のため積立
(運用益46千円含む）

新規就業者を確保しつつ、高い生産性を
実現できる林業従業者を育成するととも
に、経営体の規模拡大や労働条件の改善
により定着を支援する事業の実施等に係
る経費を積み立てた。
また、航空レーザ測量を実施し、成果を
市町村に提供することにより、森林経営
管理制度を推進するための経費を積み立
てた。

【ワンフレーズ】
税活用により、
・４８市町村において、経営管理意向調査に
着手している。
・要望のあった３市町村において航空レーザ
測量を実施し、測量成果を提供することに
よって、詳細な森林資源情報の把握及び経営
管理制度の推進を支援した。

【詳細】
本県の市町村は、地域森林計画対象森林を有
する５４市町村のうち林業技術者がいる市町
村は２市しかなく、市町村職員のマンパワー
不足や技術的な知見の不足が懸念されてい
る。
そこで、各市町村が行う森林整備関係業務の
一部をサポートするため、本税を活用し、市
町村担当者向けの研修会を２回実施した他、
県が委嘱するアドバイザーの派遣、各地区林
業推進協議会の活動の支援に取り組んだ。

また、森林経営管理制度を進めるためには詳
細な森林資源情報の把握が必須であるが、森
林の調査を今までの一般的な手法（毎木調
査）で実施すれば、膨大な予算と時間が必要
となる。
そこで、本税を森林の詳細な情報を効率的に
得ることができる航空レーザー測量に活用
し、そのデータを市町村へ提供した。
具体的には、要望のあった３市町村で計
13544.036haの測量を実施。
なお、市町村が森林資源解析業務を委託する
に当たり、それぞれの市町村のニーズに合わ
せた委託となるよう、具体的な測量成果の活
用方法や最新事例等について説明会を行っ
た。

さらに、森林経営管理制度の運用に伴い、今
後、森林整備が新たに生じることから、担い
手対策を進めることが必要である。
このため、森林作業に必要な技能を有し森林
組合等から作業を請負う個人事業主の林業経
営者への移行や、建設業等の異業種からの参
入を促進するため、必要な林業機械の導入や
資格取得などを支援した。

実績
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